
厚生労働省における
アルコール関連施策について

平成26年10月31日
第1回アルコール健康障害対策関係者会議

厚生労働省 健康局

がん対策・健康増進課
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健康の増進に関する基本的な方向

健康日本２１（第二次）の概要

○ 平成２５年度から平成３４年度までの国民健康づくり運動を推進するため、健康増進法に基づく「国民の健康の増
進の総合的な推進を図るための基本的な方針」（平成15年厚生労働大臣告示）を改正するもの。

○ 第１次健康日本２１（平成１２年度～平成２４年度）では、具体的な目標を健康局長通知で示していたが、目標の実
効性を高めるため、大臣告示に具体的な目標を明記。

① 健康寿命の延伸と健康格差の縮小
・生活習慣の改善や社会環境の整備によって達成すべき最終的な目標。
・国は、生活習慣病の総合的な推進を図り、医療や介護など様々な分野における支援等の取組を進める。

② 生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底（NCD（非感染性疾患）の予防）
・がん、循環器疾患、糖尿病、COPDに対処するため、一次予防・重症化予防に重点を置いた対策を推進。
・国は、適切な食事、適度な運動、禁煙など健康に有益な行動変容の促進や社会環境の整備のほか、医療
連携体制の推進、特定健康診査・特定保健指導の実施等に取り組む。

③ 社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上
・自立した日常生活を営むことを目指し、ライフステージに応じ、「こころの健康」「次世代の健康」「高齢者の
健康」を推進。

・国は、メンタルヘルス対策の充実、妊婦や子どもの健やかな健康増進に向けた取組、介護予防・支援等を
推進する。

④ 健康を支え、守るための社会環境の整備
・時間的・精神的にゆとりある生活の確保が困難な者も含め、社会全体が相互に支え合いながら健康を守る
環境を整備。

・国は、健康づくりに自発的に取り組む企業等の活動に対する情報提供や、当該取組の評価等を推進。

⑤ 栄養・食生活、身体活動・運動、休養・睡眠、飲酒、喫煙、歯・口腔の健康に関する生
活習慣の改善及び社会環境の改善

・上記を実現するため、各生活習慣を改善するとともに、国は、対象者ごとの特性、健康課題等の十分な把握
を行う。
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健康日本21（第二次）における飲酒に関する目標について

①生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者※の割合の減少
※一日当たりの純アルコール摂取量が男性40ｇ以上、女性20ｇ以上の者

＜目標値＞ 男性：15.3％(H22年) → 13.0％(H34年度)
女性： 7.5％(H22年) → 6.4％(H34年度)

②未成年者の飲酒をなくす （過去30日に1回以上飲酒した者※の割合）
※「この30日間に、少しでもお酒を飲んだ日は合計何日になりますか」という質問に対し、１日以上の選択肢を選んだ者

＜目標値＞ 男性(中学3年)：10.5％(H22年) → 0％(H34年度)
男性(高校3年)：21.7％(H22年) → 0％(H34年度)
女性(中学3年)：11.7％(H22年) → 0％(H34年度)
女性(高校3年)：19.9％(H22年) → 0％(H34年度)

③妊娠中の飲酒をなくす

＜目標値＞ 8.7％(H22年) → 0％(H26年)

飲料の種類
（量、アルコール度数）

ビール
（500ml、5%)

清酒
（１合180ml、15%)

ウイスキー・ブラン
デー

（ダブル60ml、43%)

焼酎
（１合180ml、25%）

ワイン
（１杯120ml、12%）

純アルコール量 ２０ｇ ２２ｇ ２０ｇ ３６ｇ １２ｇ

【参考】
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社会全体としての国⺠運動へ

○スマート・ライフ・プロジェクトへの参画の呼びかけ
○社員・住⺠の健康づくりのためのリーフレットやポスターの提供
○⼤⾂表彰「健康寿命をのばそう！アワード」
○いきいき健康⼤使の任命、各種イベントでの健康づくりの呼びかけ
○健康⽇本２１推進全国連絡協議会との連携

厚⽣労働省厚⽣労働省

社内啓発や消費者への啓発活動に利⽤する
ロゴマーク の使⽤（商品パッケージなど）

→ 企業等の社会貢献と広報効果

社員・住⺠の健康づくりや健診促進のため
のポスター等による啓発

→ 社員・住⺠の健康意識の向上・促進

＜事業イメージ
＞

・フィットネスクラブ
・⾷品会社

等

・メディア
・外⾷産業

企業団体

⾃治体

＜タニタに厚⽣労働⼤⾂最優秀賞を授与＞

○背景：⾼齢化の進展及び疾病構造の変化を踏まえ、特定健診等により⽣活習慣病等を始めとした疾病を予
防・早期に発⾒することで、国⺠の健康寿命の延伸と健康格差の縮⼩を図り、健やかで⼼豊かに⽣
活できる活⼒ある社会を実現することが重要である。

○⽬標：健康づくりに取り組む企業・団体・⾃治体を⽀援する「スマート・ライフ・プロジェクト」を推進
し、個⼈や企業の「健康意識」及び「動機付け」の醸成・向上を図り、社会全体としての国⺠運動
へ発展させる。

国民や企業への健康づくりに関する新たなアプローチ

＜スマート・ライフ・プロジェクト＞
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